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〔別 紙〕６ 附帯事項に対する対応状況等              
 
 
留 意 事 項  
 
・第二部法学部法律学科，法学部（通信教育課程），文理学部（通信教育課程），経済学部（通信教育 

課程）及び商学部（通信教育課程）の定員充足率の平均が0.7倍未満となっていることから，学生確保 
に努めるとともに，入学定員の見直しについて検討すること。（29） 

 
（履 行 状 況） 法学部第二部法律学科における平成26年度から過去4年間の入学状況は次のとおりで

ある。 

 

 
入 学 状 況 等 平均入学定員 

超  過  率 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

 

法学部第二部 

 

 法律学科 

 人 

(300) 

192 

〈0.64〉 

    人 

(300) 

177 

〈0.59〉 

 人 

(300) 

172 

〈0.57〉 

 人 

(300) 

277 

〈0.92〉 

      倍 

 

0.68 

 
（未履行事項についての実施計画） 

       ・少子化に伴う，現状の入学志願者数及び入学者数等を鑑み，収容定員に係る学則変更を予定
しており，平成30年度入学者より募集人員を現在の300名から200名へ100名減じることで，入
学定員充足率の向上を図ることが可能となる見通しである。 

    ・平成29年度入試における入試制度の主な変更点として，第二部法律学科のみを対象とした一
般入試Ａ方式第3期を新設，3月下旬に実施するなど受験機会を増やす施策を取ったことも功
を奏し，全入学志願者数が694名（前年度350名），入学者数が277名（前年度172名）と大幅
に是正された。 

    ・入試広報において，①第二部法律学科から第一部への転部制度を活用している在学生が半数
以上存在している実態，②第二部在籍者も第一部開講科目の受講が一定数可能であること，
③第一部と比して学費が安価であること等を強調したことも入学志願者・入学者増に繋がり，
第二部全体の学力レベルが向上し，修学意欲の高い学生を多く獲得することができた。 

    ・収容定員に係る学則変更に合わせて，平成30年度から一般入試Ａ方式第1期及びＣ方式（セン
ター入試利用），公募制推薦入試において募集を開始し，受験機会を増やし多彩な人材を獲
得することを企図している。 

 
 
 

（履 行 状 況） 通信教育部法学部，文理学部，経済学部，商学部における平成26年度から過去4年間
の入学状況は次のとおりである。 

 

 

 
入 学 状 況 等 平均入学定員 

超  過  率 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

 

通信教育部 

 

 法学部 

 人 

(3,000) 

68 

〈0.02〉 

 人 

(3,000) 

95 

〈0.03〉 

 人 

(3,000) 

37 

〈0.01〉 

 人 

(3,000) 

135 

〈0.04〉 

      倍 

 

0.02 

 

 文理学部 

 

 人 

(3,000) 

188 

〈0.06〉 

 人 

(3,000) 

221 

〈0.07〉 

 人 

(3,000) 

112 

〈0.03〉 

 人 

(3,000) 

235 

〈0.07〉 

      倍 

 

0.05 

 

経済学部 

 人 

(1,500) 

24 

〈0.01〉 

 人 

(1,500) 

41 

〈0.02〉 

 人 

(1,500) 

25 

〈0.01〉 

 人 

(1,500) 

112 

〈0.07〉 

      倍 

 

0.02 

 

商学部 

 人 

(1,500) 

81 

〈0.05〉 

 人 

(1,500) 

134 

〈0.08〉 

 人 

(1,500) 

59 

〈0.03〉 

 人 

(1,500) 

143 

〈0.09〉 

      倍 

 

0.06 

－53－



 
（未履行事項についての実施計画） 

       ・上記は5月1日現在の入学状況だが，通信教育では受入期間も長く，編入学・再入学者も多く，
また秋期入学もあるため，年間の入学生数は以下の通りになる。 

 
入 学 状 況 等 平均入学定員 

超  過  率 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

 

通信教育部 

 

 法学部 

 人 

(3,000) 

241 

〈0.08〉 

 人 

(3,000) 

325 

〈0.10〉 

 人 

(3,000) 

328 

〈0.10〉 

      倍 

 

0.09 

 

 文理学部 

 

 人 

(3,000) 

977 

〈0.32〉 

 人 

(3,000) 

968 

〈0.32〉 

 人 

(3,000) 

1091 

〈0.36〉 

      倍 

 

0.33 

 

経済学部 

 人 

(1,500) 

165 

〈0.11〉 

 人 

(1,500) 

198 

〈0.13〉 

 人 

(1,500) 

232 

〈0.15〉 

      倍 

 

0.13 

 

商学部 

 人 

(1,500) 

248 

〈0.16〉 

 人 

(1,500) 

385 

〈0.25〉 

 人 

(1,500) 

391 

〈0.26〉 

      倍 

 

0.22 

       ・私立大学通信教育協会の合同入学説明会のほか,通信教育課程独自の入学説明会を東京だけ
でなく,地方の主要都市でも開催し,入学者の確保に努めている。さらに,全国にある本学の学
習センター等を利用した入学説明会を継続して実施し,入学者の確保に努めている。 

・入学実績のある高等学校及び専門学校を積極的に訪問している。全体説明及び個別相談を実 
施することで入学者の確保に繋げている。 

・学部・学科のミスマッチによる大学中退者の受入れにも注力し,大学中退者に向けた記事を 
ホームページ等に掲載しているほか,通学課程からの中途退学者の受け入れも積極的に行っ 
ている。 

・在学生に向けた情報は在学生用のポータルサイトへ移行し,通信教育部のホームページは入 
学希望者向けのものとした。入学説明会をはじめ,入学希望者向けの最新情報の提供に努め 
ている。 

・平成28年度は従前から実施している入学説明会に模擬授業だけでなく,通信教育課程での学 
修に必要なリポートの作成についての講座を行うなど,大学の通信教育課程の理解がより進 
むよう改善する。 

・早期入学手続者に対しては,大学の学修に対する理解を高め,入学後に円滑に学修が進められ 
るよう,入学前教育を,インターネットを利用して実施する。 

・上記の様々な学生数確保の結果，徐々に学生数が増加してきている。今後も継続して，学生 
確保に尽力する。 

 
 
 

留意事項  
 

・第二部法学部法律学科，法学部（通信教育課程），文理学部（通信教育課程），経済学部（通信教育 
課程）及び商学部（通信教育課程）の定員充足率の平均が0.7倍未満となっていることから，学生確保 
に努めるとともに，入学定員の見直しについて検討すること。（30） 

 
 

（履 行 状 況） 法学部第二部法律学科における平成27年度から過去4年間の入学状況は次のとおりで
ある。 

 

 
入 学 状 況 等 平均入学定員 

超  過  率 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

 

法学部第二部 

 

 法律学科 

 人 

(300) 

177 

〈0.59〉 

    人 

(300) 

172 

〈0.57〉 

 人 

(300) 

277 

〈0.92〉 

 人 

(200) 

215 

〈1.07〉 

      倍 

 

0.78 

 

－54－



（未履行事項についての実施計画） 

 ・少子化に伴う，現状の入学志願者数及び入学者数等を鑑み，収容定員に係る学則変更を実施し，平 

成30年度入学者より募集人員を現在の300名から200名へ100名減じることで，入学定員充足率の向上

を図ることができた（平成30年度は1.07倍）。 

・平成30年度入試における入試制度の主な変更点として，収容定員に係る学則変更に合わせて，一般 

入試Ａ方式第1期（法学部独自入試）・Ｃ方式（センター入試利用）及び校友子女入試，公募制推 

薦入試において募集を開始し，受験機会を増やし多彩な人材を獲得することができた。 

結果として，第二部の全入学志願者数が1,008名（前年度694名）と前年度比1.45倍，入学者数が215 

名（前年度277名,但し定員は200名に減）と大幅に是正された。 

・入試広報において，①第二部法律学科から第一部への転部制度を活用している在学生が半数以上存 

在している実態，②第二部在籍者も第一部開講科目の受講が一定数可能であること，③第一部と比 

して学費が安価であること等を強調したこと,④前述のとおり受験機会を増やしたこと，⑤前年度入 

試より第二部法律学科のみを対象とした一般入試Ａ方式第3期を新設し，3月下旬に実施することが 

受験生に浸透したこと等について対外的に強調したことにより入学志願者・入学者増に繋がり，第 

二部全体の学力レベルが向上し，修学意欲の高い学生を多く獲得することができた。 
 
 
 

（履 行 状 況） 通信教育部法学部，文理学部，経済学部，商学部における平成27年度以降，過去4年
間の入学状況は次のとおりである。 

 

 
入 学 状 況 等 平均入学定員 

超  過  率 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

 

通信教育部 

 

 法学部 

 人 

(3,000) 

95 

〈0.03〉 

 人 

(3,000) 

37 

〈0.01〉 

 人 

(3,000) 

135 

〈0.04〉 

 人 

(3,000) 

28 

〈0.01〉 

      倍 

 

0.02 

 

 文理学部 

 

 人 

(3,000) 

221 

〈0.07〉 

 人 

(3,000) 

112 

〈0.03〉 

 人 

(3,000) 

235 

〈0.07〉 

 人 

(3,000) 

46 

〈0.02〉 

      倍 

 

0.05 

 

経済学部 

 人 

(1,500) 

41 

〈0.02〉 

 人 

(1,500) 

25 

〈0.01〉 

 人 

(1,500) 

112 

〈0.07〉 

 人 

(1,500) 

24 

〈0.02〉 

      倍 

 

0.03 

 

商学部 

 人 

(1,500) 

134 

〈0.08〉 

 人 

(1,500) 

59 

〈0.03〉 

 人 

(1,500) 

143 

〈0.09〉 

 人 

(1,500) 

41 

〈0.03〉 

      倍 

 

0.06 

 
 

（未履行事項についての実施計画） 
       ・上記は４月14日現在の入学状況だが，通信教育では受入期間も長く，編入学・再入学者も多

く，また秋期入学もあるため，年間の入学生数は以下の通りになる。 
 

 
入 学 状 況 等 平均入学定員 

超  過  率 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

 

通信教育部 

 

 法学部 

 人 

(3,000) 

325 

〈0.10〉 

 人 

(3,000) 

328 

〈0.10〉 

 人 

(3,000) 

348 

〈0.12〉 

      倍 

 

0.11 

 

 文理学部 

 

 人 

(3,000) 

968 

〈0.32〉 

 人 

(3,000) 

1091 

〈0.36〉 

 人 

(3,000) 

1142 

〈0.38〉 

      倍 

 

0.36 

－55－



 

経済学部 

 人 

(1,500) 

198 

〈0.13〉 

 人 

(1,500) 

232 

〈0.15〉 

 人 

(1,500) 

318 

〈0.21〉 

      倍 

 

0.17 

 

商学部 

 人 

(1,500) 

385 

〈0.25〉 

 人 

(1,500) 

391 

〈0.26〉 

 人 

(1,500) 

421 

〈0.28〉 

      倍 

 

0.27 

       ・私立大学通信教育協会の合同入学説明会のほか,通信教育課程独自の入学説明会を東京だけ
でなく,地方の主要都市でも開催し,入学者の確保に努めている。さらに,全国にある本学の学
習センター等を利用した入学説明会を継続して実施し,入学者の確保に努めている。 

 
 
 

留意事項  
 

・第二部法学部法律学科，法学部（通信教育課程），文理学部（通信教育課程），経済学部（通信教育 
課程）及び商学部（通信教育課程）の定員充足率の平均が0.7倍未満となっていることから，学生確保 
に努めるとともに，入学定員の見直しについて検討すること。（元） 

 

 
（履行状況） 

法学部第二部法律学科における平成28年度から過去4年間の入学状況は次のとおりである。 

 

 
入 学 状 況 等 平均入学定員 

超  過  率 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

 

法学部第二部 

 

 法律学科 

 人 

(300) 

172 

〈0.57〉 

    人 

(300) 

277 

〈0.92〉 

 人 

(200) 

215 

〈1.07〉 

 人 

(200) 

214 

〈1.07〉 

      倍 

 

0.90 

 
（未履行事項についての実施計画） 
 ・少子化に伴う，現状の入学志願者数及び入学者数等を鑑み，収容定員に係る学則変更を実施し，平 

成30年度入学者より募集人員を現在の300名から200名へ100名減じることで，入学定員充足率の向上
を図ることができた（平成30年度，令和元年度ともに1.07倍）。 

・平成30年度以降入試における入試制度の主な変更点として，収容定員に係る学則変更に合わせて，
一般入試Ａ方式第1期（法学部独自入試）・Ｃ方式（センター入試利用）及び校友子女入試，公募制
推薦入試において募集を開始し，受験機会を増やし多彩な人材を獲得することができた。 
結果として，第二部の全入学志願者数が1,052名（前年度1,008名），入学者数が214名（前年度215
名）と過去2年間推移し，是正される傾向にあるといえる。 

・入試広報において，①第二部法律学科から第一部への転部制度を活用している在学生が半数以上存 
在している実態，②第二部在籍者も第一部開講科目の受講が一定数可能であること，③第一部と比 
して学費が安価であること等を強調したこと,④前述のとおり受験機会を増やしたこと，⑤前年度入 
試より第二部法律学科のみを対象とした一般入試Ａ方式第3期を新設し，3月下旬に実施することが 
受験生に浸透したこと等について対外的に強調したことにより入学志願者・入学者増に繋がり，第 
二部全体の学力レベルが向上し，修学意欲の高い学生を多く獲得することができた。 

 
 

（履 行 状 況） 通信教育部法学部，文理学部，経済学部，商学部における平成28年度以降，過去4年
間の入学状況は次のとおりである。 

 

 

 
入 学 状 況 等 平均入学定員 

超  過  率 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

 

通信教育部 

 

 法学部 

 人 

(3,000) 

37 

〈0.01〉 

 人 

(3,000) 

135 

〈0.04〉 

 人 

(3,000) 

28 

〈0.01〉 

 人 

(3,000) 

258 

〈0.09〉 

      倍 

 

0.04 

－56－



 

 文理学部 

 

 人 

(3,000) 

112 

〈0.03〉 

 人 

(3,000) 

235 

〈0.07〉 

 人 

(3,000) 

46 

〈0.02〉 

 人 

(3,000) 

581 

〈0.19〉 

      倍 

 

0.08 

 

経済学部 

 人 

(1,500) 

25 

〈0.01〉 

 人 

(1,500) 

112 

〈0.07〉 

 人 

(1,500) 

24 

〈0.02〉 

 人 

(1,500) 

245 

〈0.16〉 

      倍 

 

0.07 

 

商学部 

 人 

(1,500) 

59 

〈0.03〉 

 人 

(1,500) 

143 

〈0.09〉 

 人 

(1,500) 

41 

〈0.03〉 

 人 

(1,500) 

275 

〈0.18〉 

      倍 

 

0.09 

 
（未履行事項についての実施計画） 

       ・上記は４月２３日現在の入学状況だが，通信教育では受入期間も長く，編入学・再入学者も
多く，また秋期入学もあるため，年間の入学生数は以下の通りになる。 

 
入 学 状 況 等 平均入学定員 

超  過  率 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

 

通信教育部 

 

 法学部 

 人 

(3,000) 

328 

〈0.10〉 

 人 

(3,000) 

348 

〈0.12〉 

 人 

(3,000) 

348 

〈0.12〉 

      倍 

 

0.11 

 

 文理学部 

 

 人 

(3,000) 

1091 

〈0.36〉 

 人 

(3,000) 

1142 

〈0.38〉 

 人 

(3,000) 

1044 

〈0.35〉 

      倍 

 

0.36 

 

経済学部 

 人 

(1,500) 

232 

〈0.15〉 

 人 

(1,500) 

318 

〈0.21〉 

 人 

(1,500) 

348 

〈0.23〉 

      倍 

 

0.20 

 

商学部 

 人 

(1,500) 

391 

〈0.26〉 

 人 

(1,500) 

421 

〈0.28〉 

 人 

(1,500) 

428 

〈0.29〉 

      倍 

 

0.28 

 
・私立大学通信教育協会の合同入学説明会のほか,通信教育課程独自の入学説明会を東京だけ

でなく,地方の主要都市でも開催し,入学者の確保に努めている。さらに,全国にある本学の
学習センター等を利用した入学説明会を継続して実施し,入学者の確保に努めている。 

・令和2年度の入学募集にあたって，都内同僚大学との合同入学説明会の実施を計画しており，
さらなる学生の獲得を目指す。 

・入学実績のある高等学校及び専門学校を積極的に訪問している。全体説明及び個別相談を実
施することで入学者の確保に繋げている。 

・学部・学科のミスマッチによる大学中退者の受入れにも注力し,大学中退者に向けた記事を
ホームページ等に掲載しているほか,通学課程からの中途退学者の受け入れも積極的に行っ
ている。 

・在学生に向けた情報は在学生用のポータルサイトへ移行し,通信教育部のホームページは入
学希望者向けのものとした。入学説明会をはじめ,入学希望者向けの最新情報の提供に努め
ている。 

・令和元年3月に入学課を授業校舎から移転し，通常の入学相談においては，広々としたスペー
スでゆったりと相談できる環境を整えた。 

・令和元年度は前年度に引き続き入学説明会での模擬授業だけでなく,通信教育課程での学修 
がスムーズに行えるよう,英語科目の入学前講座を実施し，大学の通信教育課程が認知され
るよう改善する。Ｆ 

・早期入学手続者に対しては,大学の学修に対する理解を高め,入学後に円滑に学修が進められ
るよう,入学前教育を,インターネットを利用して実施する。 

・上記の様々な学生数確保の結果，徐々に学生数が増加してきている。今後も継続して，学生
確保に尽力する。 
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改善意見  

 

文理学部数学科において，定年規程に定める退職年齢を越える専任教員数の割合が比較的高いことから，

定年規程の趣旨を踏まえた適切な運用に努めると共に，教員組織編制の将来構想について検討すること。

（30） 

 

（履行状況） 

数学科は，設置基準による専任教員数8名（平成29年度，平成30年度とも同数）を必要とし，平成30年2月

時点では，教員数が9名（内教授6名）である。構成としては，教授6名，再雇用の教授2名，准教授1名。なお，

設置基準のカウント外で教授が1名在職している。 

改善意見となっている年齢構成について，教授の3名の年齢が70歳，67歳，66歳である。 

本学における再雇用制度が平成32年度末をもって終了することから，将来の数学科における教員組織編制

を平成29年度に再検討を実施し，その結果，助教2名（34歳・30歳平成30年4月1日現在年齢）を平成30年度か

ら新規採用し，両名とも，今後のキャリアアップを想定した人事配置となっている。今後についても，各職

位の人数構成及び年齢構成等のバランスを引続き考慮し，適切な人材の選考を進める予定である。 

 

 

 

改善意見  

 

芸術学部演劇学科において，定年規程に定める退職年齢を越える専任教員数の割合が比較的高いことから，

定年規程の趣旨を踏まえた適切な運用に努めると共に，教員組織編制の将来構想について検討すること。

（30） 
 
 
 
（履行状況）芸術学部演劇学科における定年規程に定める退職年齢（65歳）を越える専任教員について，教

育研究に携わる人材の確保が困難な専門領域であるため，年次的に若手教員の採用を行い，適切
な運用に努める教員人事計画の実施を予定している。 

      平成30年度以降，完成年度時（平成32年度）までの教員組織編制の構想は次のとおりである。
平成33年度には定年を延長して採用している教員数は０人となる。  

※資格については，採用時の予定である 
 
 

 

改善意見  
 
芸術学部放送学科において，定年規程に定める退職年齢を越える専任教員数の割合が比較的高いことから，
定年規程の趣旨を踏まえた適切な運用に努めると共に，教員組織編制の将来構想について検討すること。
（30） 

 
 
（履行状況）芸術学部放送学科における定年規程に定める退職年齢（65歳）を越える専任教員は，定年延長

の終了に伴い平成30年度に１名のみとなり，完成年度時には０名となる。専門性の高い放送学科
の教育研究をさらに充足させるため，完成年度時までに若手教員の採用を行い，適切な運用に努
める教員人事計画の実施を予定している。 

      平成30年度以降，完成年度時（平成32年度）までの教員組織編制の構想は次のとおりである。 

※資格については，採用時の予定である 
 
 
 

 平成30年度 
採用予定教員数 

平成31年度 
採用予定教員数 

平成32年度 
採用予定教員数 

教授   １名 
准教授以下  ２名 １名 
報告書提出時の教員のうち，定年
を延長して採用している教員数 

３名 
（教授） 

２名 
（教授） 

２名 
（教授） 

 平成30年度 
採用予定教員数 

平成31年度 
採用予定教員数 

平成32年度 
採用予定教員数 

専任講師   １名 
報告書提出時の教員のうち，定年
を延長して採用している教員数 

２名 
（教授） 

１名 
（教授） 

０名 
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改善意見  
 
同一設置者が設置する既設学部等（第二部法学部法律学科，日本大学短期大学部食物栄養学科）の定員充足
率の平均が０．７倍未満となっていることから，学生確保に努めるとともに，入学定員の見直しについて検
討すること。（30） 
 
 
（履行状況） 

法学部第二部法律学科における平成27年度から過去4年間の入学状況は次のとおりである。 
 

 
入 学 状 況 等 平均入学定員 

超  過  率 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

 
法学部第二部 

 
 法律学科 

 人 
(300) 
177 

〈0.59〉 

    人 
(300) 
172 

〈0.57〉 

 人 
(300) 
277 

〈0.92〉 

 人 
(200) 
215 

〈1.07〉 

      倍 
 

0.78 

 
（未履行事項についての実施計画） 
 ・少子化に伴う，現状の入学志願者数及び入学者数等を鑑み，収容定員に係る学則変更を実施し，平 

成30年度入学者より募集人員を現在の300名から200名へ100名減じることで，入学定員充足率の向上
を図ることができた（平成30年度は1.07倍）。 

・平成30年度入試における入試制度の主な変更点として，収容定員に係る学則変更に合わせて，一般 
入試Ａ方式第1期（法学部独自入試）・Ｃ方式（センター入試利用）及び校友子女入試，公募制推 
薦入試において募集を開始し，受験機会を増やし多彩な人材を獲得することができた。 
結果として，第二部の全入学志願者数が1,008名（前年度694名）と前年度比1.45倍，入学者数が215 
名（前年度277名,但し定員は200名に減）と大幅に是正された。 

・入試広報において，①第二部法律学科から第一部への転部制度を活用している在学生が半数以上存 
在している実態，②第二部在籍者も第一部開講科目の受講が一定数可能であること，③第一部と比 
して学費が安価であること等を強調したこと,④前述のとおり受験機会を増やしたこと，⑤前年度入 
試より第二部法律学科のみを対象とした一般入試Ａ方式第3期を新設し，3月下旬に実施することが 
受験生に浸透したこと等について対外的に強調したことにより入学志願者・入学者増に繋がり，第 
二部全体の学力レベルが向上し，修学意欲の高い学生を多く獲得することができた。 

 
 
（履行状況）  

食物栄養学科における平成27年度以降，過去４年間の入学状況は次のとおりである。 
 

 
（未履行事項についての実施計画） 
 ・少子化に伴う，現状の入学志願者数及び入学者数を鑑み，収容定員に係る学則変更を行い，平成31年度 

入学者より募集人員を現在の120名から100名とし，入学定員充足率の適正化を図る。 
 ・平成28年度入試より段階的に入試制度改革（一般入学試験（Ｃ方式第３期）の新設，一般入学試験（Ａ 

方式第１期）の地方試験場を新設，ＡＯ入学試験（第３期）の新設）を行い，受験機会及び県内受験者 
の増加施策を取ったことが功を奏し，全入学志願者数は，平成30年度146名（前年度119名）と是正され 
ている。 

 ・入試広報においては，過去の出願実績を分析した上での指定校追加，高等学校等訪問，在学生の学修状 
況を出身高校へ報告，各種相談会で接触した受験者情報の管理，高等学校等教員対象進学説明会，学科 
独自のミニオープンキャンパスの開催，鉄道・バス広告を行い，志願者の増員及び歩留りの強化を図っ 
ている。 

 ・収容定員に係る学則変更に合わせて，平成31年度から一般入学試験（Ａ方式）の試験内容を教科型から 
小論文，面接試験へ変更し，受験者の負担を軽減していく。 

 

 

 
改善意見  

 
同一設置者が設置する既設学部等（第二部法学部法律学科，日本大学短期大学部食物栄養学科）の定員充
足率の平均が０．７倍未満となっていることから，学生確保に努めるとともに，入学定員の見直しについ
て検討すること。（元） 

 
 
 

  入 学 状 況 等 平均入学定員 
超  過  率 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

 
短期大学部
（三島校

舎） 

 
食物栄養学

科 

人 
（120） 

115 
〈0.95〉 

人 
（120） 

82 
〈0.68〉 

人 
（120） 

79 
〈0.65〉 

人 
（120） 

78 
〈0.65〉 

倍 
 

0.73 
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（履行状況） 
法学部第二部法律学科における平成28年度から過去4年間の入学状況は次のとおりである。 

 

 
入 学 状 況 等 平均入学定員 

超  過  率 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

 

法学部第二部 

 

 法律学科 

 人 

(300) 

172 

〈0.57〉 

    人 

(300) 

277 

〈0.92〉 

 人 

(200) 

215 

〈1.07〉 

 人 

(200) 

214 

〈1.07〉 

      倍 

 

0.90 

 

 

 
（履行状況）  

食物栄養学科における令和元年度の入学状況は次のとおりである。 

 

  入学状況等 

令和元年度 

 
短期大学部 

（三島校舎） 
食物栄養学科 

人 
（100） 

72 
〈0.72〉 
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